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実態調査-1 

２ 研究の実際 

（1) 小・中学校におけるインクルーシブ教育システム構築のための実態調査 

  ア 実施目的と方法  

   (ｱ) 調査目的 

平成28年４月より障害者差別解消法が施行されました。同法では、障害のある子供と障害の 

ない子供が共に学ぶ仕組みである、インクルーシブ教育システムの構築に必要な支援(合理的配 

慮)の提供が義務付けられています。 

そこで、県内の小・中学校における、インクルーシブ教育システムの構築に関する状況を調査

し、その結果を基に、インクルーシブ教育システムの構築に必要な配慮や指導方法等の在り方を

探る研究に取り組みました。 

 

(ｲ) 調査方法 

佐賀県内の小・中学校におけるインクルーシブ教育システム構築に関する質問紙調査 

 

(ｳ) 調査対象校 

a 調査地域 佐賀県全域 

b  抽出方法 県内の小・中学校から学校立地場所や学校規模を考慮して抽出しました。 

・小学校29校(東部地区15校、西部地区14校) 

・中学校18校(東部地区10校、西部地区８校) 

     

(ｴ) 調査対象   

校内の全教職員(校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、常勤講師、養護教諭、養護

助教諭、栄養教諭、非常勤講師) 

調査人数：1,130人(県内の公立小・中学校の全教職員数の約21％) 

 

(ｵ) 実施期日 

平成28年９月12日(月)～９月30日(金) 

 

(ｶ) 質問紙の作成 

     文部科学省の学校における支援体制整備状況・課題の調査項目を参考にして、佐賀県教育セン 

ター「プロジェクト研究」小・中学校特別支援教育研究委員会において、小・中学校におけるイ 

ンクルーシブ教育システム構築についての情報を集めました。 

     その後、集めた情報を下記の４つの項目に整理し、質問紙を作成しました。 

○インクルーシブ教育システム構築について                     

○学校における合理的配慮について                       

○支援会議(ケース会議)について 

○個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成や活用状況について 

    質問項目の数は、小・中学校の教職員が10分程度で回答できるように考えました。 

 

(ｷ) インタビュー調査 

      質問紙回収時に、調査実施校の管理職(調査人数：小学校教職員10人、中学校教職員４人)へ、

所員が聞き取りを行いました。 

    ○インクルーシブ教育システムの校内研修について              

○校内における合理的配慮について                 

○支援会議(ケース会議)の運営について 

○個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成や活用の課題について 
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実態調査-2 

イ 質問項目別集計 

(Ⅰ)  お答えいただく先生自身について  

     １ 学校種は何ですか。 

              

      

 

 

 

２ 現在の職名は何ですか。                                                    (人) 

職名 管理職 
主幹教諭 
指導教諭 

教務主任 

教諭 
講師 

(通常の学

級担任) 

教諭 
講師 

(副担任,

学年主任,

級外等) 

特別支援
学級担任 

通級指導
教室担当 

養護教諭 
養護助教 

諭 
栄養教諭 非常勤

講師 その他 

人数 94 64 505 244 125 24 47 7 10 10 

                                     

     ３ これまで勤務した学校で、特別支援教育コーディネーターをしたことがありますか。 

      

     ・全体では、15.1％が「経験したことがある」、76.1％が「経験したことがない」と回答してお

り、特別支援教育コーディネーターの経験がある教職員は20％に満たないことが分かりまし

た。 

     ・中学校では、小学校よりも経験したことがある教職員は少ないことが分かりました。 

 

（Ⅱ）インクルーシブ教育システムについて 

     ４ これまでに、インクルーシブ教育システムについて聞いたことがありますか。 

 

12.6

16.9

15.1

79.5

73.7

76.1

7.9

9.4

8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学校

小学校

全体

ある ない 無回答

70.4

74.5

89.3

73.4

98.7

69.4

85.8

79.0

29.6

25.5

10.7

26.6

1.3

30.6

14.2

21.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

栄養教諭，非常勤講師，その他

養護教諭,養護助教諭

特別支援学級担任,通級指導教室担当

通常の学級担任，副担任，学年主任，級外等

管理職,主幹教諭,指導教諭,教務主任

中学校

小学校

全体

ある ない 無回答

校 種 校 数 人 数 

小学校 29 校 658 人 

中学校 18 校 472 人 

合 計  47 校 1,130 人 

ｎ＝1,130 

ｎ＝1,130 
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実態調査-3 

・全体では79.0％が「聞いたことがある」、21.0％が「聞いたことがない」と回答しています。 

・管理職、特別支援学級担任、通級指導教室担当は、通常の学級担任、副担任、学年主任、級

外等、養護教諭、養護助教諭よりも「聞いたことがある」と回答した人数が多く、職種によ

る認知状況の違いが明らかになりました。 

・中学校では、小学校よりも「聞いたことがない」と回答した人数が多く、校種による認知状

況の違いが明らかになりました。 

 

５ インクルーシブ教育システムについてどの程度理解していますか。 

       【インクルーシブ教育システムについて聞いたことがある人のみ回答】 

          

     ・インクルーシブ教育システムについて聞いたことがあると回答した人のうち、全体の 30％が

「十分理解していない」と回答しています。 

・管理職、主幹教諭、指導教諭、教務主任と特別支援学級担任、通級指導教室担当は「よく理

解している」の回答が10～15％あります。通常の学級担任、副担任、学年主任、級外等は「十

分理解していない」が39.1％、養護教諭、養護助教諭が31.4％であり、職種によって理解に

差があることが分かりました。 

 

     ６ これまでに、合理的配慮について聞いたことがありますか。 

           

0

2.9
10.5

2.4
15.5

3.4
7.2
5.8

42.1
62.9

74.4
56.9

74.8

61.7
63.1

62.6

52.6
31.4

13.6
39.1

9.1

33.7
27.9

30.0

5.3
2.8

1.5
1.6

0.6

1.2
1.8
1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

栄養教諭，非常勤講師，その他

養護教諭,養護助教諭

特別支援学級担任,通級指導教室担当

通常の学級担任，副担任，学年主任，級外等

管理職,主幹教諭,指導教諭,教務主任

中学校

小学校

全体

よく理解している

（説明できるくらい）

おおよそ理解している 十分理解していない 無回答

66.7

83.0

91.9

77.8

95.6

74.1

87.8

82.1

33.3

17.0

7.4

21.5

3.8

24.8

11.9

17.3

0

0

0.7

0.7

0.6

1.1

0.3
0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

栄養教諭，非常勤講師，その他

養護教諭,養護助教諭

特別支援学級担任,通級指導教室担当

通常の学級担任，副担任，学年主任，級外等

管理職,主幹教諭,指導教諭,教務主任

中学校

小学校

全体

ある ない 無回答

ｎ＝890 

ｎ＝1,130 
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実態調査-4 

     ・全体では 82.1％が「聞いたことがある」、17.3％が「聞いたことがない」と回答しています。 

・小学校は11.9％、中学校は24.8％が「聞いたことがない」と回答しており、校種による認知

状況の違いが明らかになりました。 

・管理職、特別支援学級担任、通級指導教室担当は、通常の学級担任、副担任、学年主任、級

外等、養護教諭、養護助教諭よりも「聞いたことがある」の回答が多くあり、職種による認

知状況の違いが明らかになりました。  

 

     ７ 合理的配慮についてどの程度理解していますか。 

              【合理的配慮について聞いたことがあると回答した人のみ】 

           

・合理的配慮について聞いたことがあると回答した人のうち、全体の25.6％が「十分理解して

いない」と回答しています。 

     ・職種では管理職、主幹教諭、指導教諭、教務主任は「よく理解している」「おおよそ理解して

いる」を合わせると89％でした。通常の学級担任、副担任、学年主任、級外等と養護教諭、

養護助教諭は「十分理解していない」が30％を超えていました。  

 

     ８ 学校におけるインクルーシブ教育システムを構築するために、大切だと思うことはどのよ

うなことですか。（複数回答可）【合理的配慮について聞いたことがあると回答した人のみ】 

           

11.6
1.9

13.8

2.0

7.0

5.1

50.0

66.7

73.2

64.5

75.7

65.7

68.4

67.4

50.0

30.8

11.6

32.6

8.6

30.3

22.8

25.6

2.5

3.6

1.0

1.9

2.0

1.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

栄養教諭，非常勤講師，その他

養護教諭,養護助教諭

特別支援学級担任,通級指導教室担当

通常の学級担任，副担任，学年主任，級外等

管理職,主幹教諭,指導教諭,教務主任

中学校

小学校

全体

よく理解している

（説明できるくらい）

おおよそ理解している 十分理解していない 無回答

12

26

456

470

485

601

682

770

821

0 200 400 600 800 1000

分からない

その他

個別の教育支援計画や個別の指導計画の活用

合理的配慮の提供

関係機関，地域との連携

職員研修の充実

保護者との連携

児童生徒の実態把握

校内支援体制の整備

（人）

ｎ＝933 

n=933
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実態調査-5 

     ・回答が多かったものを順に挙げると、①校内支援体制の整備、②児童生徒の実態把握、③保

護者との連携、④職員研修の充実 の４つでした。 

 

（Ⅲ）学校における合理的配慮について 

９ 学校における合理的配慮について、どのような状態の児童生徒に対して知りたいですか。 

                                       （複数回答可） 

      
     ・回答が多かったものは順に、次のようになりました。  

①こだわりがあることや対人関係を築くこと等に苦手さを抱えている（自閉症）    

②注意を持続することや行動及び感情のコントロールをすることに苦手さが見られる 

（注意欠陥多動性障害【ＡＤＨＤ】）  

③情緒障害、かん黙がある等、社会生活への適応に困難を抱えている      

     ・全ての項目に回答がありました。様々な障害種における合理的配慮に関するニーズがあるこ

とがうかがえます。 

 

     10 合理的配慮について、どのようなことを知りたいですか。（複数回答可） 

      
・全体の 51.9％が未記入でした。合理的配慮について具体的なイメージを持つことに難しさを

感じている状況がうかがえます。 

12

135

209

249

351

455

556

597

682

812

892

0 200 400 600 800 1000

その他

喘息等の慢性的な疾患を抱えている（病弱・身体虚弱）

身体を動かすことに困難さを抱えている（肢体不自由）

言語障害（構音障害，吃音），言語の遅れが見られる

見ることに苦手さを抱えている（視知覚，視覚障害）

同年齢と比べて理解に遅れが見られる（知的障害）

聞くことに苦手さを抱えている（聴覚障害，集中力）

読み書きや推論すること,手先の巧緻性等に苦手さを抱えている（学習障害【LD】）

情緒障害，かん黙がある等，社会生活への適応に困難を抱えている

注意を持続することや行動及び感情のコントロールをすることに苦手さが見られる

（注意欠陥多動性障害【ADHD】)

こだわりがあることや対人関係を築くこと等に苦手さを抱えている（自閉症）

（人）

48.1 51.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

記入 未記入

ｎ＝1,130 

ｎ＝1,130 
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実態調査-6 

      

・合理的配慮の観点のうち、「教育内容・教育方法」に当たる項目について多くの回答がありま

した。中でも、「学習上又は生活上の困難さを改善・克服するための配慮」の項目が最も多く

ありました。 

    

（Ⅳ）支援会議（ケース会議）について 

11 これまで勤務された学校で、支援会議（ケース会議）の企画や運営をしたことがあります

か。  

     

・支援会議について全体の41.1％が「企画や運営をしたことがある」、58.7％が「企画や運営を

したことがない」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

18

27

33

50

80

108

113

131

136

153

329

0 50 100 150 200 250 300 350

災害時等への施設設備

災害時等の支援体制

校内環境のバリアフリー化

特性に応じた施設設備

理解啓発を図るための配慮

専門性のある指導体制

学習機会や経験の確保

情報・コミュニケーション、教材の配置

心理面・健康面の配慮

学習内容の変更・調整

学習上又は生活上の困難さの改善・克服

（人）合理的配慮の観点

37.8

43.4

41.1

62.2

56.2

58.7

0

0.4

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学校

小学校

全体

ある ない 無回答

ｎ=543 

① 教育内容・教育方法     ② 支援体制     ③ 施設・設備 

 

ｎ＝1,130 
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実態調査-7 

12 これまでに行った支援会議（ケース会議）には、対象である児童生徒の担任の他に主に誰

が参加していましたか。（複数回答可） 

  【支援会議を企画や運営したことがある人のみ回答】 

  

    ・支援会議に多く参加している人は、管理職と特別支援教育コーディネーターであることが分

かりました。 

     

13  これまでに行った支援会議（ケース会議）の 1 回の協議時間は、１事例につきおおむね

どのくらいでしたか。 

【支援会議の企画や運営をしたことがある人のみ回答】 

 

    ・「30分～1時間」44.2％、「1時間～1時間30分」41.3％と、おおよそ１時間で会議を開催して

いる状況がうかがえます。 

 

 

 

17

16

33

34

76

119

131

164

186

252

253

261

328

346

366

426

442

0 100 200 300 400 500

その他

部活動顧問

副担任

教科担当

通級指導教室担当

生徒指導担当

保護者

スクールカウンセラー、ソーシャルワーカー

関係機関（巡回相談員，医療，専門相談機関等）

学年主任

教育相談担当

特別支援学級担任

養護教諭、養護助教諭

主幹教諭、指導教諭、教務主任

関わりのある学年の通常の学級担任

特別支援教育コーディネーター

管理職（校長，副校長，教頭）

（人）

4.9 44.2 41.3 9.2 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

30分未満 30分～１時間 １時間～１時間30分 １時間30分～２時間 その他 無回答

ｎ=464 

ｎ=464 
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実態調査-8 

14  これまでに行った支援会議（ケース会議）での協議内容は、どのようなことでしたか。 

（複数回答可）【支援会議の企画や運営をしたことがある人のみ回答】  

       

    ・「具体的な支援方法の検討」「対象児童生徒の実態把握、共通理解」の回答が多くありました。 

・「個別の教育支援計画や個別の指導計画の検討」「個別の支援計画や個別の指導計画の引継ぎ」

が少なく、個別の教育支援計画や個別の指導計画については、あまり協議内容として挙げら

れていないことがうかがえます。 

 

15  支援会議（ケース会議）を行う際の課題として、どのようなことが挙げられますか。 

（複数回答可）【支援会議の企画や運営をしたことがある人のみ回答】 

    
   ・支援会議を行う際の課題では、「会議の日時や参加者の調整が難しい」の回答が最も多くあり

ました。また、「会議の時間が長くなる」も回答が多かったことから、いつ、どの程度の時間

設定で行うかについての課題があることが分かりました。 

     ・「保護者との連携」「関係機関との連携」「具体的な支援方法」について、難しさを感じている

教職員がいることが分かりました。 

 

 

3

67

115

244

282

289

420

428

0 100 200 300 400 500

その他

個別の教育支援計画や個別の指導計画の引継ぎ

個別の教育支援計画や個別の指導計画の検討

関係機関，地域との連携の検討

保護者との連携の検討

校内支援体制の検討

対象児童生徒の実態把握，共通理解

具体的な支援方法の検討

（人）

11

18

32

121

134

141

167

329

0 50 100 150 200 250 300 350

その他

会の進め方が分からない

意見を発言する人が偏っている

具体的な支援方法が分からない

会議の時間が長くなる

関係機関，地域との連携が難しい

保護者との連携が難しい

会議の日時や参加者の調整が難しい

（人）

ｎ=464 

ｎ=464 
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実態調査-9 

     16 特別支援学校から派遣される巡回相談員を、どのような目的で活用していますか。 

（複数回答可） 

    

 

    17 医療機関、相談機関、大学等による専門家の派遣は、どのような目的で活用していますか。 

（複数回答可） 

            
16、17 共通 

     ・具体的な指導・支援の方法について知りたいという回答が最も多くありました。     

     ・「活用していない、活用の仕方が分からない」が24.6％あり、校外の関係機関との連携に課題

があることがうかがえます。 

 

16

98

132

168

214

240

307

327

840

0 200 400 600 800 1000

その他

心理検査の実施

個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成，検討

特別支援教育の理解推進

活用していない，活用の仕方が分からない

関係機関，地域との連携についての相談，推進

校内支援体制の相談，検討

保護者への指導，助言

配慮の必要な児童生徒への指導，

支援の方法についての助言

(人)

17

97

103

233

237

252

278

400

689

0 200 400 600 800

その他

個別の教育支援計画や指導計画の作成，検討

特別支援教育の理解推進

関係機関，地域との連携についての相談，推進

校内支援体制の相談，検討

心理検査の実施

活用していない，活用の仕方が分からない

保護者への指導，助言

配慮の必要な児童生徒への指導，

支援の方法についての助言

(人)

ｎ＝1,130 

ｎ＝1,130 
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実態調査-10 

（Ⅴ）個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成や活用状況について 

     18 個別の教育支援計画や個別の指導計画を自分で作成したことがありますか。 

 （いずれか一方でもよい）   

      
・個別の教育支援計画や個別の指導計画についての作成をしたことがない教職員が、全体の３

分の１以上いることが分かりました。 

・中学校は、作成経験のない教職員が小学校より多く、校種による経験の違いが明らかになり

ました。 

 

19  個別の教育支援計画や個別の指導計画は、 主にいつ頃作成しますか。（複数回答可） 

【個別の教育支援計画や個別の指導計画を自分で作成したことがある人のみ回答】 

      

     ・個別の教育支援計画及び個別の指導計画は、おおよそ夏季休業中までに作成されていること

が分かりました。 

 

20 個別の教育支援計画や個別の指導計画は、どのようにして作成していますか。  

      
・個別の教育支援計画や個別の指導計画は、全体の４割以上の教職員が、一人で作成している

ことが分かりました。 

・中学校は、他の先生に相談して作成している教職員が小学校より多く、校種による違いが明

らかになりました。 

52.6

75.1

65.8

47.0

24.9

34.0

0.4

0

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

小学校

全体

ある ない 無回答

15

45

369

414

200

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

その他

決まっていない

夏季休業中

4，5月までに

前年度末

（人）

33.6

45.2

41.3

65.2

54.0

57.8

1.2

0.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

小学校

全体

一人で書いている 他の先生に相談しながら書いている 無回答

ｎ=743 

ｎ=743 

ｎ＝1,130 
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実態調査-11 

21 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成では、誰に相談していますか。（複数回答可）  

      

・「特別支援教育コーディネーター」や「特別支援学級担任」等、学校の中で特別支援教育に関

わる専門性の高い教職員が、相談相手となっていることが分かりました。また、通常の学級

担任も相談相手となっていることが分かりました。 

 

 22 作成している個別の教育支援計画はどのように活用していますか。（複数回答可） 

      
     

 

12
20

46
20

52
126

0
9

1
4

55
38

51
168

208
23

36

その他

関係機関

保護者

スクールカウンセラー，ソーシャ

ルワーカー

通級指導教室担当

特別支援学級担任

部活動顧問

教科担当

副担任

生徒指導担当

学年主任

教育相談

養護教諭，養護助教諭

学年の通常の学級担任

特別支援教育コーディネーター

主幹教諭，指導教諭，教務主任

管理職

0
14
23

15
4

68
24

49
31
8

60
29

41
102
108

8
20

250 200 150 100 50 0 0 50 100

（人）

小学校 中学校

1

12

22

161

230

364

372

491

498

0 100 200 300 400 500 600

その他

作成していない

活用していない

保護者との話合いの資料

校内や関係機関，地域との連携の資料

支援会議（ケース会議）の資料

長期的な支援内容等の評価と改善

実態・ニーズの把握

学年間や学校間等の引継ぎの資料

（人）

n=267 n=161 

n=743 
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実態調査-12 

 23 作成している個別の指導計画はどのように活用していますか。（複数回答可） 

      
          22、23 共通 

     ・「学年間や学校間等の引継ぎの資料」としてや、「実態・ニーズの把握」のために活用されて

いることが分かりました。 

     ・「保護者との話合いの資料」としては、十分に活用されていないことがうかがえます。 

 

     24 個別の教育支援計画をどのくらいの期間で評価や見直しをしていますか。 

      
・学期毎に評価や見直しをしている教職員が51.2％、１年毎が42.5％でした。 

 

     25 個別の指導計画をどのくらいの期間で評価や見直しをしていますか。   

      

     ・学期毎に評価や見直しをしている教職員が最も多く、63.4％いました。 

 

     26 個別の教育支援計画や個別の指導計画は、どのような方法で保管していますか。  

      
     ・保管方法は、書類とデータの両方が最も多く、53.3％でした。  

1

12

19

159

301

329

433

456

466

0 100 200 300 400 500

その他

作成していない

活用していない

保護者との話合いの資料

校内における連携

支援会議（ケース会議）の資料

1年間や学期毎の支援内容の評価と改善

学年間や学校間等の引継ぎの資料

実態・ニーズの把握

（人）

51.2 42.5
0.4

3.1

1.5
1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

学期毎 １年毎 ３年毎 作成していない，分からない その他 無回答

1.8 6.6 63.4 20.8
4.2

1.6

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

毎週 毎月１回程度 学期毎 １年毎 作成していない その他 無回答

20.5 21.2 53.3 5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

書類保管 データ保管 両方 無回答

n=743 

ｎ＝1,130 

n=743 

n=743 
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実態調査-13 

   （Ⅵ）インタビュー調査 

     ① 特別支援教育に関する校内研修をどのように実施しましたか。 

・夏季休業中に、特別支援学校巡回相談員による研修を行いました。内容は、インクルーシ

ブ教育、合理的配慮、特別支援学級の生徒への対応についてでした。 

・夏季休業中に、教育センター所員による研修を行いました。内容は、インクルーシブ教育、

合理的配慮、インシデント・プロセス法についてでした。 

・夏季休業中に、特別支援教育コーディネーターによる研修を行いました。内容は、インク

ルーシブ教育、合理的配慮、心理検査、個別の指導計画の作成等についてでした。 

・夏季休業中に、教育センター所員による研修を行いました。内容は、インクルーシブ教育、

合理的配慮、授業のユニバーサルデザインについてでした。 

・校区内の小・中学校合同で教育センター所員による研修を行いました。内容は、インクル

ーシブ教育、合理的配慮についてでした。 

 

     ② 実際に提供した合理的配慮や、合理的配慮の課題についてお答えください。 

      ・合理的配慮が必要であることを保護者に伝えても、理解が得られないことがありました。 

      ・保護者からの要求と、学校が提供できることとの合意形成が難しく、提供可能な支援を提

案し、互いに歩み寄りを図っています。 

      ・合理的配慮に関する職員間の共通理解や、合理的配慮の調整及び決定が難しいと感じてい

ます。 

      ・病弱特別支援学級の教室を、交流学級の隣に設け、体調が優れないときはすぐ休めるよう

に配慮しました。休憩用のベッドも設置しました。 

      ・対象児童の実態から、生活支援員を２学期から１名増やしました。 

・対象児童が学習しやすいように、職員で教材や教具を製作しました。 

 

     ③ これまで実施した支援会議（ケース会議、巡回相談等）についてお答えください。 

      ・特別支援学校の巡回相談を学期に１回行っているため、対象生徒に一貫した支援を提供す

ることができています。また、保護者との連携も深まりました。 

      ・支援会議を開催し、職員間で共通理解を図りました。役割分担を明確にすることで適切な

支援を提供することができました。 

      ・通級指導教室担当に相談し、必要な関係機関等との連携の仕方について情報を提供しても

らいました。特別支援学校の巡回相談を通して、保護者との連携を図ることができました。 

      ・肢体不自由の児童について、特別支援教育コーディネーターや保護者と支援会議を開催し

ました。実際に対象児童が活動する場所を見て、対象児童の体の動きに合った教材や教具

について検討することができました。 

      ・専門性の高い特別支援教育コーディネーターや特別支援学級担任が参加していたため、対

象生徒の特性を踏まえた支援を提供することができました。 

      ・関係機関を交えた支援会議を実施した結果、対象児童の不安が高まったときに使用する部

屋に、クーラーを設置することになりました。   

 

     ④ 個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成や活用についてお答えください。 

      ・作成したことがない教職員が多くいたため、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作

成についての研修を行いました。 
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実態調査-14 

      ・作成することのみになっていて、共通理解するための資料としての活用までは至っていま

せん。活用するためには、教職員の専門性の向上が課題だと考えられます。 

      ・前担任者と相談しながら作成することが望ましいと思いますが、時間調整が難しい状況で

す。 

      ・校区内の小・中学校で様式をそろえているため、連携しやすくなりました。 

      ・対象児童について共通理解を図るために、定期的な話合いの場を計画しています。 
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実態調査-15 

ウ 考察 

  実態調査の結果から、県内の小・中学校におけるインクルーシブ教育システムの構築に関する状

況を、以下のように分析しました。 

  ① インクルーシブ教育システム及び合理的配慮に関する理解について 

インクルーシブ教育システムについては、全体の21.0％が聞いたことがない（質問４）と回

答しており、合理的配慮については、全体の17.3％が聞いたことがない（質問６）と回答して

います。また、職種による認知状況の違いも見られ、管理職や主幹教諭、指導教諭、教務主任

と特別支援学級担任や通級指導教室担当の方が、教諭と講師（通常の学級担任、副担任、学年

主任、級外等）、養護教諭や養護助教諭よりも、インクルーシブ教育システムや合理的配慮につ

いて、聞いたことがあったり内容を理解していたりする割合が高いことが明らかになりました

（質問４、５、６、７）。 

平成27年度特別支援教育体制整備状況調査では、県内における特別支援教育に関する教員研

修の受講状況は、小学校98.6％、中学校が98.0％となっていますが、上記のことからインクル

ーシブ教育システムや合理的配慮に関する理解促進が課題であると考えます。 

② 校内及び校外における支援体制について 

合理的配慮の内容を決定する際は、支援会議（ケース会議）等を通して、本人・保護者への

十分な情報提供と、本人・保護者、学校、設置者による合意形成を図る必要があります。また、

合理的配慮決定後も、定期的に個別の教育支援計画に基づく関係者による会議等を行う中で、

必要に応じて合理的配慮を見直していく必要もあります。さらに、合理的配慮の内容は個別の

教育支援計画及び個別の指導計画に明記し、校内外で連携を図るものとして活用していくこと

も求められています。 

実態調査の結果から、支援会議（ケース会議）を行う際の課題として多かった項目は、「会議

の日時や参加者の調整が難しい」「保護者との連携が難しい」「関係機関、地域との連携が難し

い」でした（質問 15）。また、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成については、全体

の 34.0％が作成したことがないと回答し（質問 18）、全体の 41.3％が一人で作成していると回

答しています（質問 20）。インタビュー調査においては、個別の教育支援計画及び個別の指導

計画を作成しているが、活用に至っていないという回答がありました。 

これらのことから、校内及び校外における支援体制の構築に課題があると考えます。 

 

③ 合理的配慮のプロセス及び具体的な合理的配慮について 

学校における合理的配慮について、「どのような状態の児童生徒に対して知りたいか」の回答

では、「こだわりがあることや対人関係を築くことに苦手さを抱えている（自閉症）」「注意を持

続することや行動及び感情のコントロールをすることに苦手さが見られる(注意欠陥多動性障

害【ＡＤＨＤ】)」「情緒障害、かん黙がある等、社会生活への適応に困難を抱えている」が多

くありました（質問９）。しかし、すべての障害種に対する回答があり、多様な教育的ニーズに

応じた支援の在り方が求められていると考えます。また、合理的配慮について、どのようなこ

とを知りたいかの質問に全体の 52.0％が未記入であり、合理的配慮に対して具体的なイメージ

を持つことに難しさを感じている状況もうかがえました。さらに、インタビュー調査において

は、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成や活用に関する専門性の向上が課題である

という回答がありました。 

これらのことから、学習面や生活面等における具体的な合理的配慮やＰＤＣＡサイクルの考

えを基にした合理的配慮のプロセスについて、理解を図る必要があると考えます。 

 


